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(57)【要約】
【課題】生産性に優れ、大面積化にも対応できる、光透過性、反射防止性、及び密着性に
優れる屈折率傾斜膜を有する反射防止膜を製造する方法を提供すること。
【解決手段】基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い
側に向かって可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率
傾斜膜を有し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、屈折
率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により前記基材上に吐出して前
記屈折率傾斜膜を形成する、反射防止膜の製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い側に向かっ
て可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率傾斜膜を有
し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、
　屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により前記基材上に吐出
して前記屈折率傾斜膜を形成する、反射防止膜の製造方法。
【請求項２】
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、少なくとも第１のインクジェットヘッドと第２のインクジェ
ットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクを第１のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第２の有機材料を含む第２のインクを第２のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第１のインクジェットヘッドから吐出される前記第１のインクの吐出量と前記第２
のインクジェットヘッドから吐出される前記第２のインクの吐出量との比率を決定する制
御工程と、
　前記決定された比率に従って、前記第１のインクジェットヘッド及び前記第２のインク
ジェットヘッドの少なくとも一方から前記第１のインク又は前記第２のインクを吐出させ
て１つの層を形成する形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備え、
　前記制御工程において、前記複数層の厚み方向において前記基材に近い層から遠い層に
向かって、前記第１のインクの吐出量の比率が大きくなり、かつ前記第２のインクの吐出
量の比率が小さくなるように前記比率を決定する、請求項１に記載の反射防止膜の製造方
法。
【請求項３】
　前記形成工程において、前記第１のインクの吐出量と第２のインクの吐出量のうち前記
比率が大きい方のインクを先に吐出させる、請求項２に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項４】
　前記形成工程において、前記第１のインクジェットヘッド及び前記第２のインクジェッ
トヘッドのうち一方のヘッドから吐出させたインクの着弾位置に、他方のヘッドから吐出
させたインクが重なって着弾するようにインクを吐出させる、請求項２又は３に記載の反
射防止膜の製造方法。
【請求項５】
　前記形成工程において、前記第１及び第２のインクジェットヘッドから吐出するインク
滴の液滴量を０．３～１００ｐＬとする、請求項２～４のいずれか１項に記載の反射防止
膜の製造方法。
【請求項６】
　前記形成工程において、前記第１及び第２のインクジェットヘッドから吐出するインク
滴の液滴径を１～３００μｍとする、請求項２～５のいずれか１項に記載の反射防止膜の
製造方法。
【請求項７】
　前記形成工程において、前記第１のインクと第２のインクのうち前記比率が小さい方の
インクについて、インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液適量及び液滴径の少な
くとも一方を前記比率が大きなインクより小さくする、請求項５又は６に記載の反射防止
膜の製造方法。
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【請求項８】
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、複数のインクジェットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクと前記第２の有機材料を含む第２のインクとが
混合された混合インクであって、それぞれ異なる比率で混合された複数の混合インクを前
記複数のインクジェットヘッドのそれぞれのインクジェットヘッドに供給する工程と、
　前記複数のインクジェットヘッドから１つのインクジェットヘッドを順に選択する選択
工程であって、前記第１のインクの比率の低い混合インクが供給されるインクジェットヘ
ッドから順に選択する選択工程と、
　前記選択されたインクジェットヘッドから混合インクを吐出させて１つの層を形成する
形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備える、請求項１に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項９】
　前記形成工程において、前記インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液滴量を０
．５～１５０ｐＬとする、請求項８に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項１０】
　前記形成工程において、前記インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液滴径を２
～４５０μｍとする、請求項８又は９に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項１１】
　前記複数層の、任意の隣り合う２つの層の屈折率差が０．５以下である、請求項２～１
０のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項１２】
　前記第１及び第２のインクが、硬化型インクジェットインク組成物である、請求項２～
１１のいずれか１項に記載の屈折率傾斜膜の作成方法。
【請求項１３】
　前記第１及び第２のインクが、溶剤型インクジェットインク組成物である、請求項２～
１１のいずれか１項に記載の屈折率傾斜膜の作成方法。
【請求項１４】
　前記形成工程において吐出された層を半乾燥又は半硬化させる工程を有する、請求項２
～１２のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法。
【請求項１５】
　前記形成工程において、吐出された前記第１のインクと前記第２のインクを拡散混合さ
せる工程を有する、請求項２～１４のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はインクジェット方式の技術を用いて、大面積化が容易な、光透過性及び基材密
着性の高い屈折率傾斜膜を有する反射防止膜の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　反射防止膜は、例えば、画像表示装置やサイン媒体などにおいて、外光の反射によるコ
ントラスト低下や像の映り込みを防止するためにディスプレイや表示面の表面に配置され
る。
　反射防止膜は、一般的に、基材上に低屈折率層を有し、光学干渉により反射率を低減さ
せるものであるが、更に基材と低屈折率層の間に高屈折率層を有するものや、基材と低屈
折率層の間に表面凹凸による防眩効果を期待した防眩層を有するものなど、様々なものが
知られている。例えば、特許文献１には、より高い反射防止性能を得るために、基材上に
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屈折率の異なる層を膜厚方向で屈折率が段階的に変化するように３層以上積層した屈折率
傾斜多層薄膜が記載されている。
　また、特許文献２には、基材上に防眩層、高屈折率層、及び低屈折率層をこの順で有す
る３層構造の防眩性反射防止膜を、インクジェット法により製造できることが記載されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－５２３４５号公報
【特許文献２】特開２００９－１３９４６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載の屈折率傾斜多層薄膜は、屈折率の異なる層をそれぞ
れスピンコート法で塗工して成膜することで作成されており、屈折率の変化をより連続的
に近づけようとすると非常に多くの層を設けなければならないため、生産性に劣るととも
に、ディスプレイや表示面の大面積化に対応するのが困難である。
　特許文献２に記載の防眩層を含む防眩性反射防止膜では、乱反射による光の透過性が低
下し、表示物が見えにくくなるという問題が避けられない。また、引用文献２には、屈折
率の異なる２層をインクジェット法に形成することができると記載されているが、これを
実現するには非常に精密な層形成技術が必要であり、特許文献２に開示された技術では実
用化が難しく、大面積化に対応することは更に困難である。
【０００５】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたもので、生産性に優れ、大面積化にも対応で
きる、光透過性、反射防止性、及び密着性に優れる屈折率傾斜膜を有する反射防止膜を製
造する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の課題は、下記手段によって達成された。
【０００７】
［１］
　基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い側に向かっ
て可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率傾斜膜を有
し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、
　屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により前記基材上に吐出
して前記屈折率傾斜膜を形成する、反射防止膜の製造方法。
［２］
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、少なくとも第１のインクジェットヘッドと第２のインクジェ
ットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクを第１のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第２の有機材料を含む第２のインクを第２のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第１のインクジェットヘッドから吐出される前記第１のインクの吐出量と前記第２
のインクジェットヘッドから吐出される前記第２のインクの吐出量との比率を決定する制
御工程と、
　前記決定された比率に従って、前記第１のインクジェットヘッド及び前記第２のインク
ジェットヘッドの少なくとも一方から前記第１のインク又は前記第２のインクを吐出させ
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て１つの層を形成する形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備え、
　前記制御工程において、前記複数層の厚み方向において前記基材に近い層から遠い層に
向かって、前記第１のインクの吐出量の比率が大きくなり、かつ前記第２のインクの吐出
量の比率が小さくなるように前記比率を決定する、上記［１］に記載の反射防止膜の製造
方法。
［３］
　前記形成工程において、前記第１のインクの吐出量と第２のインクの吐出量のうち前記
比率が大きい方のインクを先に吐出させる、上記［２］に記載の反射防止膜の製造方法。
［４］
　前記形成工程において、前記第１のインクジェットヘッド及び前記第２のインクジェッ
トヘッドのうち一方のヘッドから吐出させたインクの着弾位置に、他方のヘッドから吐出
させたインクが重なって着弾するようにインクを吐出させる、上記［２］又は［３］に記
載の反射防止膜の製造方法。
［５］
　前記形成工程において、前記第１及び第２のインクジェットヘッドから吐出するインク
滴の液滴量を０．３～１００ｐＬとする、上記［２］～［４］のいずれか１項に記載の反
射防止膜の製造方法。
［６］
　前記形成工程において、前記第１及び第２のインクジェットヘッドから吐出するインク
滴の液滴径を１～３００μｍとする、上記［２］～［５］のいずれか１項に記載の反射防
止膜の製造方法。
［７］
　前記形成工程において、前記第１のインクと第２のインクのうち前記比率が小さい方の
インクについて、インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液適量及び液滴径の少な
くとも一方を前記比率が大きなインクより小さくする、上記［５］又は［６］に記載の反
射防止膜の製造方法。
［８］
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、複数のインクジェットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクと前記第２の有機材料を含む第２のインクとが
混合された混合インクであって、それぞれ異なる比率で混合された複数の混合インクを前
記複数のインクジェットヘッドのそれぞれのインクジェットヘッドに供給する工程と、
　前記複数のインクジェットヘッドから１つのインクジェットヘッドを順に選択する選択
工程であって、前記第１のインクの比率の低い混合インクが供給されるインクジェットヘ
ッドから順に選択する選択工程と、
　前記選択されたインクジェットヘッドから混合インクを吐出させて１つの層を形成する
形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備える、上記［１］に記載の反射防止膜の製造方法。
［９］
　前記形成工程において、前記インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液滴量を０
．５～１５０ｐＬとする、上記［８］に記載の反射防止膜の製造方法。
［１０］
　前記形成工程において、前記インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液滴径を２
～４５０μｍとする、上記［８］又は［９］に記載の反射防止膜の製造方法。
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［１１］
　前記複数層の、任意の隣り合う２つの層の屈折率差が０．５以下である、上記［２］～
［１０］のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法。
［１２］
　前記第１及び第２のインクが、硬化型インクジェットインク組成物である、上記［２］
～［１１］のいずれか１項に記載の屈折率傾斜膜の作成方法。
［１３］
　前記第１及び第２のインクが、溶剤型インクジェットインク組成物である、上記［２］
～［１１］のいずれか１項に記載の屈折率傾斜膜の作成方法。
［１４］
　前記形成工程において吐出された層を半乾燥又は半硬化させる工程を有する、上記［２
］～［１２］のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法。
［１５］
　前記形成工程において、吐出された前記第１のインクと前記第２のインクを拡散混合さ
せる工程を有する、上記［２］～［１４］のいずれか１項に記載の反射防止膜の製造方法
。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、生産性に優れ、大面積化にも対応できる、光透過性、反射防止性、及
び密着性に優れる屈折率傾斜膜を有する反射防止膜を製造する方法を提供することができ
る。また、本発明では必要な部分にのみ屈折率傾斜膜が形成可能である反射防止膜の製造
方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】屈折率傾斜膜を備える反射防止膜の模式図
【図２】屈折率傾斜膜を備える反射防止膜の模式図
【図３】屈折率傾斜膜作成装置の全体構成図
【図４】屈折率傾斜膜作成装置の描画部の概略図
【図５】描画混合法による屈折率傾斜膜形成を説明するための図
【図６】描画混合法の他の実施形態を説明するための図
【図７】インク混合法の実施形態に係る屈折率傾斜膜作成装置の全体構成図
【図８】インク混合法による屈折率傾斜膜形成を説明するための図
【図９】描画混合法における各機能性インクの着弾位置を説明するための図
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本明細書において、可視光領域の屈折率は、波長５９０ｎｍでの屈折率で代表させるこ
とができる。
【００１１】
　本発明は、基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い
側に向かって可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率
傾斜膜を有し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、屈折
率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により前記基材上に吐出して前
記屈折率傾斜膜を形成する、反射防止膜の製造方法に関する。
【００１２】
［反射防止膜（屈折率傾斜膜）］
　図１に、本発明に係る方法で形成される反射防止膜の一例を模式的に示す。
　本発明に係る反射防止膜１は、基材２上に屈折率傾斜膜３を有する。屈折率傾斜膜３は
、その厚み方向において基材２に最も遠い側Ａから基材２に最も近い側Ｂに向かって（即
ち、図１中の矢印の方向に）、可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に
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大きくなっている。この屈折率の変化は、１．０から２．５の範囲で変化していれば特に
限定されないが、良好な反射防止機能を得る上で、好ましくは１～２．２の範囲であり、
また、屈折率傾斜膜３内での屈折率の最大値（Ｂ側での屈折率）と最小値（Ａ側での屈折
率）との差は、０．５～１．５であることが好ましく、０．５～１．０であることがより
好ましい。
　ここで、「屈折率が連続的に変化する」とは、屈折率傾斜膜の厚み方向において厚み１
０ｎｍ～５００ｎｍの領域毎に区切った場合に、隣接する領域間の屈折率差が０．５以下
、好ましくは０．３以下であることを意味する。屈折率の差が０．６より大きくなると、
屈折率が段階的となってしまい、高い反射防止効果を得ることができない。各領域の屈折
率は、各領域の塗布液を３～５μｍの厚みになるようにガラス板に塗布し、多波長アッベ
屈折計ＤＲ－Ｍ２（アタゴ（株）製）にて測定することができる。なお、ある２つの隣接
する領域間の屈折率差が０であってもよい。
【００１３】
　屈折率傾斜膜３の構成は、上記の屈折率の連続的変化があれば、特に限定されないが、
図２に示すような屈折率の異なる複数の層が積層した構成を好ましい例として挙げられる
。
　図２に示す反射防止膜１ａは、基材２上に屈折率傾斜膜３を有し、該屈折率傾斜膜３は
、屈折率の異なる複数の層３－１、３－２、３－３、３－４、３－５を有する。層３－１
、３－２、３－３、３－４、３－５は、基材２に最も遠いＡ側の層３－５から基材２に最
も近いＢ側の層３－１に向かって（即ち、図２中の矢印の方向に）、可視光領域の屈折率
が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなっている。
　良好な反射防止機能を得る上で、層３－１、３－２、３－３、３－４、３－５のうち、
隣り合う２層の屈折率差は０．５以下であり、好ましくは０．３以下である。また、基材
２に最も遠いＡ側の層３－５の屈折率は１．０～１．７であることが好ましく、１．０～
１．５であることがより好ましい。基材２に最も近いＢ側の層３－１の屈折率は１．５～
２．５であることが好ましく、１．７～２．５であることがより好ましい。
　図２では、層３－１、３－２、３－３、３－４、３－５の５層を積層して屈折率傾斜膜
３を形成しているが、積層する層の数は特に限定されない。好ましくは４～１０層であり
、より好ましくは５～１０層である。また、各層の厚みは１０ｎｍ～５０００ｎｍが好ま
しく、２０ｎｍ～４０００ｎｍがより好ましい。各層の厚みは実質的に等しい（厚みの誤
差が±１０ｎｍの範囲）であることが好ましい。
　なお、層間の界面が明確でない場合には、屈折率傾斜膜３の厚み方向において厚み１０
ｎｍ～５００ｎｍで区切った領域を「層」とみなしてもよい。
　各層の屈折率は、各層と同組成の層を３～５μｍの厚みになるようにガラス板に形成し
、多波長アッベ屈折計ＤＲ－Ｍ２（アタゴ（株）製）にて測定することができる。
【００１４】
（光透過率）
　屈折率傾斜膜は、可視光全域（４００～７００ｎｍ）の透過率が７０％以上であること
が好ましい。透過率が７０％未満になると、表示物の視認性が悪くなる。視認性の観点か
ら、可視光全域での透過率は８０％以上が好ましく、９０％以上がより好ましい。
　また、本発明における反射防止膜の可視光全域（４００～７００ｎｍ）の透過率が７０
％以上である。透過率が７０％未満になると、表示物の視認性が悪くなる。視認性の観点
から、可視光全域での透過率は８０％以上が好ましく、９０％以上がより好ましい。
【００１５】
（膜厚）
　本発明における屈折率傾斜膜の膜厚は、適応物の性能、商品価値を損なわないという観
点から１０ｎｍ～５０００ｎｍが好ましく、２０ｎｍ～４０００ｎｍがより好ましい。
【００１６】
　本発明では、屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により基材
上に吐出して屈折率傾斜膜を形成する。
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　以下、有機材料について説明する。
【００１７】
（低屈折率有機材料）
　屈折率が異なる有機材料のうち、屈折率の低い有機材料としては、特に限定されるもの
ではないが、フッ素原子含有官能基及び珪素原子含有官能基を有する化合物などが好まし
く、特に好ましくは、フッ素系化合物、及びシロキサン系化合物である。これら低屈折率
有機材料の屈折率は１．０～２．０が好ましく、１．０～１．７がより好ましい。
【００１８】
＜フッ素系化合物＞
　フッ素系化合物としては含フッ素モノマー又は含フッ素ポリマーが好ましい。含フッ素
モノマーはインクジェット法により基材上に吐出された後、重合させることで含フッ素ポ
リマーとすることができる。
【００１９】
（含フッ素モノマー）
　フッ素系化合物のうち含フッ素モノマーとしては、フルオロアルキル基を有する化合物
が好ましい。該フルオロアルキル基は炭素数１～２０であることが好ましく、より好まし
くは炭素数１～１０であり、直鎖（例えば－ＣＦ２ＣＦ３，－ＣＨ２ＣＦ２ＣＦ３，－Ｃ
Ｈ２（ＣＦ２）２ＣＦ３，－ＣＨ２（ＣＦ２）４Ｈ，－ＣＨ２（ＣＦ２）８ＣＦ３，－Ｃ
Ｈ２ＣＨ２（ＣＦ２）４Ｈ等）であっても、分岐構造（例えば－ＣＨ（ＣＦ３）２，－Ｃ
Ｈ２ＣＦ（ＣＦ３）２，－ＣＨ（ＣＨ３）ＣＦ２ＣＦ３，－ＣＨ（ＣＨ３）（ＣＦ２）５

ＣＦ２Ｈ等）であっても、脂環式構造（好ましくは５員環又は６員環、例えばパーフルオ
ロシクロへキシル基、パーフルオロシクロペンチル基又はこれらで置換されたアルキル基
等）であっても良く、エーテル結合を有していても良い（例えばＣＨ２ＯＣＨ２ＣＦ２Ｃ
Ｆ３，ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ２Ｃ４Ｆ８Ｈ，ＣＨ２ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ２Ｃ８Ｆ１７，ＣＨ

２ＣＨ２ＯＣＦ２ＣＦ２ＯＣＦ２ＣＦ２Ｈ等）。該フルオロアルキル基は同一分子中に複
数含まれていてもよい。
【００２０】
　含フッ素モノマーは、重合性基を有している。該重合性基は１つでも２つ以上でも良く
、複数個ある場合は互いに同一であっても異なっていても良い。好ましい重合性基の例と
してはアクリロイル基、メタアクリロイル基、ビニル基、アリル基、シンナモイル基、エ
ポキシ基、オキセタニル基、水酸基、ポリオキシアルキレン基、カルボキシル基、アミノ
基などが挙げられ、アクリロイル基、メタアクリロイル基がより好ましい。
　フッ素系化合物のフッ素原子含有量には特に制限は無いが２０質量％以上であることが
好ましく、３０～７０質量％であることが特に好ましく、４０～７０質量％であることが
最も好ましい。
　含フッ素モノマーの具体例としては、２，２，３，３，４，４，４－ヘプタフルオロブ
チルメタクリレート、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロイソプロピルアクリレー
ト、２，２，３，３，３－ペンタフルオロプロピルメタクリレートなどが好ましく挙げら
れる。
【００２１】
（含フッ素ポリマー）
　フッ素系化合物は、含フッ素ポリマーであってもよい。
　含フッ素ポリマーとしては、前記含フッ素モノマーの重合体が好ましい。
　また、含フッ素ポリマーは、少なくとも一種の含フッ素ビニルモノマーを重合して得る
ことも好ましい。
　含フッ素ビニルモノマーとしては、フルオロオレフィン類（例えばフルオロエチレン、
ビニリデンフルオライド、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン等）、（
メタ）アクリル酸の部分又は完全フッ素化アルキルエステル誘導体類（例えばビスコート
６ＦＭ（商品名、大阪有機化学製）やＲ－２０２０（商品名、ダイキン製）等）、完全又
は部分フッ素化ビニルエーテル類等が挙げられるが、好ましくはパーフルオロオレフィン
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類であり、屈折率、溶解性、透明性、入手性等の観点から特に好ましくはヘキサフルオロ
プロピレンである。これらの含フッ素ビニルモノマーの組成比を上げれば屈折率を下げる
ことができるが、皮膜強度は低下する。本発明では共重合体のフッ素含率が２０～６０質
量％となるように含フッ素ビニルモノマーを導入することが好ましく、より好ましくは２
５～５５質量％の場合であり、特に好ましくは３０～５０質量％の場合である。
【００２２】
　含フッ素ポリマーの好ましい分子量は、重量平均分子量が５０００以上５０００００未
満であり、より好ましくは１００００以上５０００００未満であり、更に好ましくは１５
０００以上２０００００未満であり、最も好ましくは１５０００以上１０００００未満で
ある。
　含フッ素ポリマーは含フッ素モノマーとフッ素原子を含まないモノマーとのポリマーで
あってもよい。
　含フッ素ポリマーの具体例としては、ポリ（２，２，３，３，４，４，４－ヘプタフル
オロブチルメタクリレート）、ポリ（１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロイソプロ
ピルアクリレート）、ポリ（２，２，３，３，３－ペンタフルオロプロピルメタクリレー
ト）などが好ましく挙げられる。
【００２３】
＜シロキサン系化合物＞
　シロキサン系化合物としては、シロキサン構造を有する化合物が挙げられ、ポリシロキ
サン化合物が好ましい。
　シロキサン構造を有する化合物としては、反応性基含有ポリシロキサン｛例えば“ＫＦ
－１００Ｔ”，“Ｘ－２２－１６９ＡＳ”，“ＫＦ－１０２”，“Ｘ－２２－３７０１Ｉ
Ｅ”，“Ｘ－２２－１６４Ｂ”，“Ｘ－２２－５００２”，“Ｘ－２２－１７３Ｂ”，“
Ｘ－２２－１７４Ｄ”，“Ｘ－２２－１６７Ｂ”，“Ｘ－２２－１６１ＡＳ”（商品名）
、以上、信越化学工業（株）製；“ＡＫ－５”，“ＡＫ－３０”，“ＡＫ－３２”（商品
名）、以上東亜合成（株）製；、「サイラプレーンＦＭ０７２５」，「サイラプレーンＦ
Ｍ０７２１」、「サイラプレーンＦＭ０７１１」、「サイラプレーンＦＭ７７２５」、（
商品名），以上チッソ（株）製等｝、反応性基含有シロキサン｛例えば「サイラプレーン
ＴＭ０７０１」（商品名），以上チッソ（株）製等｝が好ましい。また、特開２００３－
１１２３８３号公報の表２、表３に記載のシリコーン系化合物も好ましく使用できる。
【００２４】
（高屈折率有機材料）
　屈折率が異なる有機材料のうち、屈折率の低い有機材料としては、特に限定されるもの
ではないが、エポキシ系樹脂、フェノ－ル系樹脂、メラミン系樹脂、アルキド系樹脂、シ
アネート系樹脂、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ウレタン系樹脂、シロキサン樹
脂等の一種単独又は二種以上の組み合わせを含むことが好ましい。具体的には、ポリスチ
レン、ポリビニルナフタレン、ポリビニルトルエン、ポリビニルビフェニル、ポリメチル
メタクリレート、ポリエチルメタクリレート、ポリベンジルメタクリレートなどが好まし
い。
　また、高屈折率有機材料としては、重合により上記樹脂を形成する低分子有機材料であ
っても良い。例としては、スチレン、ビニルトルエン、ビニルナフタレン、ビニルビフェ
ニル、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、ベンジルメタクリレートなどが好
ましく挙げられる。これら高屈折率有機材料の屈折率は１．８～２．５が好ましく、２～
２．５がより好ましい。
【００２５】
（インク組成物）
　本発明において、上記有機材料はインクジェット用インクに好適なインク組成物を構成
する材料となる。インク組成物は、上記有機材料の他、光重合開始剤、溶媒、表面張力調
整剤、防汚剤、耐水性付与剤、耐薬品性付与剤、界面活性剤等を含むことができる。
　本発明の製造方法を用いる上では、硬化型のインク組成物（屈折率の異なる少なくとも
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２種の有機材料として硬化性化合物を含有するインク組成物）を用いて、光重合によるイ
ンクの硬化をしながら屈折率傾斜膜を作成することもでき、硬化型インク組成物には、重
合性基を有する低分子有機材料と光重合開始剤を含むことが好ましい。また、溶剤型イン
ク組成物（屈折率の異なる少なくとも２種の有機材料として非硬化性化合物と溶剤を含有
するインク組成物）を用いて、溶剤の乾燥を行いながら屈折率傾斜膜を作成することもで
き、溶剤型インク組成物には、高分子有機材料と溶媒を含むことが好ましい。
【００２６】
（光重合開始剤）
　硬化型インク組成物には、光重合開始剤が含まれることが好ましい。光重合開始剤とし
ては、アセトフェノン類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類、ホスフィンオキシド類、ケ
タール類、アントラキノン類、チオキサントン類、アゾ化合物、過酸化物類、２，３－ジ
アルキルジオン化合物類、ジスルフィド化合物類、フルオロアミン化合物類、芳香族スル
ホニウム類、ロフィンダイマー類、オニウム塩類、ボレート塩類、活性エステル類、活性
ハロゲン類、無機錯体、クマリン類などが挙げられる。光重合開始剤については、特開２
００８－１３４５８５号公報の段落［０１４１］～［０１５９］にも記載されており、本
発明においても同様に好適に用いることができる。
　「最新ＵＶ硬化技術」｛（株）技術情報協会｝（１９９１年）、ｐ．１５９、及び、「
紫外線硬化システム」加藤清視著（平成元年、総合技術センター発行）、ｐ．６５～１４
８にも種々の例が記載されており本発明に有用である。
　市販の光開裂型の光ラジカル重合開始剤としては、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ
（株）製の「イルガキュア６５１」、「イルガキュア１８４」、「イルガキュア８１９」
、「イルガキュア９０７」、「イルガキュア１８７０」（ＣＧＩ－４０３／Ｉｒｇ１８４
＝７／３混合開始剤）、「イルガキュア５００」、「イルガキュア３６９」、「イルガキ
ュア１１７３」、「イルガキュア２９５９」、「イルガキュア４２６５」、「イルガキュ
ア４２６３」、「イルガキュア１２７」、“ＯＸＥ０１”等；日本化薬（株）製の「カヤ
キュアーＤＥＴＸ－Ｓ」、「カヤキュアーＢＰ－１００」、「カヤキュアーＢＤＭＫ」、
「カヤキュアーＣＴＸ」、「カヤキュアーＢＭＳ」、「カヤキュアー２－ＥＡＱ」、「カ
ヤキュアーＡＢＱ」、「カヤキュアーＣＰＴＸ」、「カヤキュアーＥＰＤ」、「カヤキュ
アーＩＴＸ」、「カヤキュアーＱＴＸ」、「カヤキュアーＢＴＣ」、「カヤキュアーＭＣ
Ａ」など；サートマー社製の“Ｅｓａｃｕｒｅ（ＫＩＰ１００Ｆ，ＫＢ１，ＥＢ３，ＢＰ
，Ｘ３３，ＫＴＯ４６，ＫＴ３７，ＫＩＰ１５０，ＴＺＴ）”、ＢＡＳＦ製の「Ｌｕｃｉ
ｒｉｎ　ＴＰＯ」等、及びそれらの組み合わせが好ましい例として挙げられる。
【００２７】
　光重合開始剤は、重合性基を有する有機材料１００質量部に対して、０．１～１５質量
部の範囲で使用することが好ましく、より好ましくは１～１０質量部の範囲である。
【００２８】
　光重合開始剤に加えて、光増感剤を用いてもよい。光増感剤の具体例として、ｎ－ブチ
ルアミン、トリエチルアミン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、ミヒラーケトン及びチオキ
サントンなどを挙げることができる。更にアジド化合物、チオ尿素化合物、メルカプト化
合物などの助剤を１種以上組み合わせて用いてもよい。
　市販の光増感剤としては、日本化薬（株）製の「カヤキュアー（ＤＭＢＩ，ＥＰＡ）」
などが挙げられる。
【００２９】
（界面活性剤）
　本発明におけるインク組成物には界面活性剤を添加することもできる
　界面活性剤としては特に限定はないが、フッ素系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤
が好ましく、フッ素系界面活性剤がより好ましい。
【００３０】
（溶媒）
　溶剤型インク組成物には、高分子有機材料及び溶媒が含まれることが好ましい。溶媒と
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しては、特に限定されないが、アルコール系溶剤、ケトン系溶剤が好ましく用いられる。
具体的には、アセトン、メチルエチルケトン、２－ペンタノン、３－ペンタノン、２－ヘ
キサン、２－ヘプタノン、４－ヘプタノン、メチルイソプロピルケトン、エチルイソプロ
ピルケトン、ジイソプロピルケトン、メチルイソブチルケトン、メチル－ｔ－ブチルケト
ン、ジアセチル、アセチルアセトン、アセトニルアセトン、ジアセトンアルコール、メシ
チルオキサイド、クロロアセトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、アセトフェノ
ン、ｎ－メチルピロリドン等をあげることができる。この中でも、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ｎ－メチルピロリドンが好ましい。これら
の溶媒は単独で用いても、任意の混合比で混合して用いてもよい。
　また、補助溶媒として、適宜、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート等
のエステル系溶剤、又はフッ素系溶剤（フッ素系アルコールなど）を用いることができる
。これらの溶媒は単独で用いても、任意の混合比で混合して用いてもよい。
【００３１】
（インク物性）
　本発明に係るインクの粘度は、成膜時の均一性、インクジェット吐出時の安定性、イン
クの保存安定性の観点から、５～４０ｃＰが好ましく、５～３０ｃＰがより好ましく、８
～２０ｃＰが更に好ましい。
　また、インクの表面張力は、成膜時の均一性、インクジェット吐出時の安定性、インク
の保存安定性の観点から、１０～４０ｍＮ／ｍが好ましく、１５～３５ｍＮ／ｍがより好
ましく、２０～３０ｍＮ／ｍが更に好ましい。
【００３２】
（基材）
　次に、本発明の製造方法により作成される反射防止膜を構成する基材について説明する
。
　本発明における基材としては、透明な支持体であることが好ましく、透明基材フィルム
がより好ましい。透明基材フィルムとしては、透明樹脂フィルム、透明樹脂板、透明樹脂
シートや透明ガラスなど、特に限定は無い。透明樹脂フィルムとしては、セルロースアシ
レートフィルム（例えば、セルローストリアセテートフィルム（屈折率１．４８）、セル
ロースジアセテートフィルム、セルロースアセテートブチレートフィルム、セルロースア
セテートプロピオネートフィルム）、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリエーテ
ルスルホンフィルム、ポリアクリル系樹脂フィルム、ポリウレタン系樹脂フィルム、ポリ
エステルフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテルフ
ィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリエーテルケトンフィルム、（メタ）アクリル
ニトリルフィルムポリオレフィン、脂環式構造を有するポリマー（ノルボルネン系樹脂（
アートン：商品名、ＪＳＲ社製、非晶質ポリオレフィン（ゼオネックス：商品名、日本ゼ
オン社製））、などが挙げられる。このうちトリアセチルセルロース、ポリエチレンテレ
フタレート、脂環式構造を有するポリマーが好ましく、特にトリアセチルセルロースが好
ましい。
　透明支持体の厚さは通常２５μｍ～１０００μｍ程度のものを用いることができるが、
好ましくは２５μｍ～２５０μｍであり、３０μｍ～９０μｍであることがより好ましい
。
　透明支持体の幅は任意のものを使うことができるが、ハンドリング、得率、生産性の点
から通常は１００～５０００ｍｍのものが用いられ、８００～３０００ｍｍであることが
好ましく、１０００～２０００ｍｍであることが更に好ましい。透明支持体はロール形態
の長尺で取り扱うことができ、通常１００ｍ～５０００ｍ、好ましくは５００ｍ～３００
０ｍのものである。
　透明支持体の表面は平滑であることが好ましく、平均粗さＲａの値が１μｍ以下である
ことが好ましく、０．０００１～０．５μｍであることが好ましく、０．００１～０．１
μｍであることが更に好ましい。
　透明支持体については、特開２００９－９８６５８号公報の段落［０１６３］～［０１
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６９］に記載されており、本発明においても同様である。
【００３３】
（インクジェット法による屈折率傾斜膜の作成）
　以下、本発明のインクジェット法による屈折率傾斜膜の作成について説明する。
　本発明においては、屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法によ
り基材上に吐出する。
【００３４】
　インクジェット法としては、インクジェットプリンターにより画像記録を行う方法であ
れば、インクジェットの記録方式に制限はなく、公知の方式、例えば静電誘引力を利用し
てインク組成物を吐出させる電荷制御方式、ピエゾ素子の振動圧力を利用するドロップオ
ンデマンド方式（圧力パルス方式）、電気信号を音響ビームに変えインク組成物に照射し
て放射圧を利用してインク組成物を吐出させる音響インクジェット方式、及びインク組成
物を加熱して気泡を形成し、生じた圧力を利用するサーマルインクジェット（バブルジェ
ット（登録商標））方式等に用いられる。
　インクの液滴の制御は主にプリントヘッドにより行われる。例えばサーマルインクジェ
ット方式の場合、プリントヘッドの構造で打滴量を制御することが可能である。すなわち
、インク室、加熱部、ノズルの大きさを変えることにより、所望のサイズで打滴すること
ができる。またサーマルインクジェット方式であっても、加熱部やノズルの大きさが異な
る複数のプリントヘッドを持たせることで、複数サイズの打滴を実現することも可能であ
る。ピエゾ素子を用いたドロップオンデマンド方式の場合、サーマルインクジェット方式
と同様にプリントヘッドの構造上打滴量を変えることも可能であるが、ピエゾ素子を駆動
する駆動信号の波形を制御することによっても、同じ構造のプリントヘッドで複数のサイ
ズの打滴を行うことができる。
【００３５】
　インクの基材上への吐出方法（描画方法）としては、低屈折有機材料を含有する低屈折
率インク、高屈折有機材料を含有する高屈折率インクを別々のインクジェットヘッドに供
給し、両者の比率を調節しながら、同時に吐出させて基材上で混合させる描画混合法が挙
げられる。また、それとは別の方法としては、予め低屈折率インクと高屈折率インクとを
混合させた混合インクで両者の比率が異なるものを複数種類調製したものをインクジェッ
トヘッドに供給し、ヘッドを順番に選択して、低屈折率インクと高屈折率インクとの比率
が異なる混合インクを順次吐出させて描画するインク混合法が挙げられる。
【００３６】
（インクの調製）
　後述する描画混合法に用いられる低屈折有機材料を含有する低屈折率インク、高屈折有
機材料を含有する高屈折率インクの調製について説明する。
　前記インクは、各材料を混合することで調製することができる。各材料を混合する際に
は攪拌機により攪拌してもよい。攪拌時間は特に限定されないが、通常３０分～６０分で
あり、３０分～４０分が好ましい。また混合する際の温度は、通常１０～４０℃であり、
２０～３５℃が好ましい。
　低屈折率インクにおける低屈折有機材料の含有率は、有効な反射防止効果発現の観点か
ら低屈折率インクの全固形分中、７０～１００質量％が好ましく、８０～１００質量％が
より好ましい。
　高屈折率インクにおける高屈折有機材料の含有率は、有効な反射防止効果発現の観点か
ら高屈折率インクの全固形分中、６０～１００質量％が好ましく、７０～１００質量％が
より好ましい。
　後述するインク混合法においては、上述のように調製したインクを混合して用いること
ができる。
【００３７】
～描画混合法～
　本発明は、基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い
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側に向かって可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率
傾斜膜を有し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、
　屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料をインクジェット法により前記基材上に吐出
して屈折率傾斜膜を形成する、反射防止膜の製造方法であって、
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、少なくとも第１のインクジェットヘッドと第２のインクジェ
ットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクを第１のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第２の有機材料を含む第２のインクを第２のインクジェットヘッドに供給する工程
と、
　前記第１のインクジェットヘッドから吐出される前記第１のインクの吐出量と前記第２
のインクジェットヘッドから吐出される前記第２のインクの吐出量との比率を決定する制
御工程と、
　前記決定された比率に従って、前記第１のインクジェットヘッド、及び前記第２のイン
クジェットヘッドの少なくとも一方から前記第１のインク、又は前記第２のインクを吐出
させて１つの層を形成する形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備え、
　前記制御工程において、前記複数層の厚み方向において前記基材に近い層から遠い層に
向かって、前記第１のインクの吐出量の比率が大きくなり、かつ前記第２のインクの吐出
量の比率が小さくなるように前記比率を決定する、描画法が好ましい。
【００３８】
　上記描画法によれば、第１のインクジェットヘッドから吐出される第１のインクの吐出
量と第２のインクジェットヘッドから吐出される第２のインクの吐出量との比率を決定し
、決定された比率にしたがってインクを吐出させて１つの層を形成する工程を繰り返して
基材上に複数の層を積層し、この複数の層が上層にいくほど前記第１のインクの吐出量の
比率が大きい層であって前記第２のインクの吐出量の比率が小さい層となるようにするこ
とで、インクジェット方式の技術を用いて屈折率傾斜膜を製造することができる。
【００３９】
～描画混合法による実施形態～
【００４０】
　図３は、描画混合法に係る屈折率傾斜膜作成装置１００の全体構成図であり、図４は、
屈折率傾斜膜作成装置１００の描画部１０の概略図である。これらの図に示すように、屈
折率傾斜膜作成装置１００は、描画部１０を含んで構成され、描画部１０は、フラットベ
ッドタイプのインクジェット描画装置が用いられている。詳細には、描画部１０は、基材
である透明支持体が載置されるステージ３０、ステージ３０に載置された透明支持体を吸
着保持するための吸着チャンバー４０、透明支持体２０に向けて各インクを吐出するイン
クジェットヘッド５０Ｌｎ（以下、インクジェットヘッド１）及びインクジェットヘッド
５０Ｈｎ（以下、インクジェットヘッド２）を含み構成されている。
【００４１】
　ステージ３０は、透明支持体２０の直径よりも広い幅寸法を有しており、図示しない移
動機構により水平方向に自在に移動可能に構成されている。移動機構としては、例えばラ
ックアンドピニオン機構、ボールネジ機構等を用いることができる。ステージ制御部４３
（図４では不図示）は、移動機構を制御することにより、ステージ３０を所望の位置に移
動させることができる。
【００４２】
　また、ステージ３０の透明支持体保持面には多数の吸引穴３１が形成されている。ステ
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ージ３０下面には吸着チャンバー４０が設けられており、この吸着チャンバー４０がポン
プ４１（図４では不図示）で真空吸引されることによって、ステージ３０上の透明支持体
２０が吸着保持される。また、ステージ３０はヒータ４２（図４では不図示）を備え、ヒ
ータ４２によりステージ３０に吸着保持された透明支持体２０を加熱することが可能であ
る。
【００４３】
　インクジェットヘッド１及び２は、インクタンク６０Ｌｎ（以下、インクタンク１）及
びインクタンク６０Ｈｎ（以下、インクタンク２）から供給されるインクを透明支持体２
０の所望の位置に対して吐出するものであり、ここではピエゾ方式のアクチュエータを持
つヘッドを用いている。インクジェットヘッド１と２とは、図示しない固定手段により、
それぞれができるだけ近づけて配置されて固定されている。
【００４４】
　インクタンク１及び２からインクジェットヘッド１及び２に供給されるインクを、それ
ぞれインク１、インク２とする。本発明においては、インク１を低屈折率有機材料を含有
するインク、インク２を高屈折率有機材料を含有するインクとする。
【００４５】
〔描画混合法による屈折率傾斜膜の作製〕
　このように構成された反射防止膜作成装置１００を用いた屈折率傾斜膜の作成について
、図５を用いて説明する。
【００４６】
　まず、窒素雰囲気中に置かれた描画部１０のステージ３０上に、透明支持体２０を載置
する。透明支持体２０は、裏面がステージ３０に接するように載置される。そして、吸着
チャンバー４０により、透明支持体２０のステージ３０への吸着及び加熱を行う。ここで
は、透明支持体２０を７０℃に加熱することが好ましい。
【００４７】
　次に、吸着・加熱された透明支持体２０上に、インクジェットヘッド２から供給される
インク（インク２）を１層若しくは数層分積層して２４－１を形成する。このインク２の
積層は、図５（ａ）に示すように、移動機構によりステージ３０を移動させながら（図で
は左方向に移動）、インクジェットヘッド２によりインク２を吐出する。ここでは、イン
クジェットヘッド１からはインクの吐出を行わない。
【００４８】
　このように形成したインク２層２４－１を、インク１中の溶剤成分を完全には蒸発しな
い程度に乾燥（半乾燥・半硬化）させることが好ましい。具体的には、通常に乾燥させる
とき（全乾燥・全硬化）に与えるエネルギーよりも少ないエネルギーで乾燥を行う。半乾
燥・半硬化状態では、インク２に含まれる有機材料の表面が十分に硬化していない状態と
なる。
　すなわち、前記形成工程において吐出された層を半硬化させる工程を有することが好ま
しく、半硬化させるためには、例えばメタルハライドランプ使用で、積算露光量が５０～
１０００ｍＪ／ｃｍ２が好ましく、１００～７５０ｍＪ／ｃｍ２がより好ましい。
　また、前記形成工程において吐出された層を半乾燥させる工程を有することが好ましく
、半乾燥させるためには、例えばインク吐出終了後、４０～１２０℃の環境温度に一定時
間保持することが好ましく、５０～１００℃の環境温度に一定時間保持することが好まし
い。該保持する時間としては、１０～１２０秒が好ましく、２０～９０秒がより好ましい
。
【００４９】
　次に、半乾燥状態となったインク２層２４－１の上に、インク１とインク２との混合層
２４－２を形成する。この混合層２４－２の形成は、図５（ｂ）に示すように、ステージ
３０を移動させながら、インクジェットヘッド１によりインク１を吐出し、同時にインク
ジェットヘッド２によりインク２を吐出して行う。このとき、インク１の吐出量とインク
２の吐出量を、所望の比率に調整する。ここでは、インク２の吐出量が７５％、インク１
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の吐出量が２５％となるように、インクジェットヘッド１と２の各ノズルの吐出量を調整
して吐出している。なお、本明細書における、インクの「吐出量」は、各層を形成するた
めに吐出されるインクの全量を意味する。一方、後述する、インクジェットヘッドより吐
出されるインク滴の「液滴量」は１つのインク液滴の量である。
【００５０】
　なお、インクジェットヘッドからのインクの吐出量の比率の調整は、描画のドットピッ
チ密度によって調整してもよい。例えば、インクジェットヘッド１と２の各ノズルの吐出
量を一定としたまま、インクを吐出するノズルの数をインクジェットヘッド１と２とで７
５：２５となるように制御することにより、吐出量の比率の調整を行うことも可能である
。
【００５１】
　インク吐出後、図５（ｃ）に示すように、それぞれの吐出量で吐出されたインク１とイ
ンク２とを拡散混合することにより、混合層２４－２が積層される。インク２の層２４－
１は半乾燥状態となっているため、その上に形成された混合層２４－２のインクの溶媒は
インク２の層２４－１に受容されて、極端にぬれ広がることがない。即ち、ヒータ４２に
よる加熱温度は、インクの蒸発のしやすさにより調整する必要がある。溶剤の種類によっ
ては、前述した７０℃より低い温度、例えば基板の温度を５０℃程度にして描画してもよ
い。
　すなわち、前記形成工程において、吐出された前記第１のインクと前記第２のインクを
拡散混合させる工程を有することが好ましい。拡散混合させる方法としては、一定時間保
持することが基本である（時間としては数分オーダー、好ましくは０．５～５分、更に好
ましくは１～４分である）が、加熱による対流を利用する方法や超音波を利用する方法な
ども挙げられる。
【００５２】
　また、２つのインクジェットヘッドはできるだけ近づけて配置されており、一方のイン
クだけが乾燥して両インクの層内での混合が不十分になることが防止されている。なお、
２つのインクを同時に吐出する際、インクジェットヘッド１から吐出されるインク１の液
滴とインクジェットヘッド２から吐出されるインク２の液滴とを、飛翔中に空中で衝突さ
せ、混合させてから着弾するようにしてもよい。
【００５３】
　更に、詳細は後述するが、２つのインクジェットヘッドはそれぞれの幅を対象基材の幅
（短い方）よりも大きく構成し、１回の走査で１つの層を形成することが好ましい。これ
により、インク１とインク２とが混ざりやすくなる。
【００５４】
　また、インクの混合を促進するために、ステージ３０を制御して基材である透明支持体
２０を超音波処理してもよい。このとき、超音波による節が発生しにくくなるように、超
音波の周波数をスイープさせたり、透明支持体２０の位置を変更しながら行うことが好ま
しい。
【００５５】
　このように形成した混合層２４－２を、インク２の層２４－１と同様に半乾燥状態にす
ると、混合層２４－２は量の比率が２５：７５のインク１に含まれる有機材料とインク２
に含まれる有機材料が積み重なっている状態となる。
【００５６】
　次に、混合層２４－２の上に混合層２４－３を形成する。この混合層２４－３の形成に
ついても、図５（ｄ）に示すように、ステージ３０を移動させながら、インクジェットヘ
ッド１とインクジェットヘッド２とにより同時にインクを吐出する。ここでは、インク１
、インク２をともに５０％の吐出量の比率で吐出している。
【００５７】
　混合層２４－２についても半乾燥状態となっているため、その上に形成された混合層２
４－３のインクの溶媒は、混合層２４－２に受容される。インク吐出後、図５（ｅ）に示
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すように、２つのインクを拡散混合することにより、混合層２４－３が積層される。
【００５８】
　更に、混合層２４－３についても半乾燥させる。混合層２４－３は量の比率が５０：５
０のインク２に含まれる有機材料とインク１に含まれる有機材料が積み重なっている状態
となる。
【００５９】
　このように、インク１とインク２の吐出量の比率を段階的に（傾斜するように）変更し
ながら各混合層を形成し、最後にインク１の吐出量が１００％の層を形成する。
【００６０】
　全ての層の形成終了後、各層の拡散が進み、段階的に形成した層が連続的となる。その
結果、図１に示すように、組成成分比が膜厚方向において、Ｂ側からＡ側にかけてインク
２が１００％からインク１が１００％となる屈折率傾斜膜３が形成される。
【００６１】
　このように、下の層を半乾燥状態として上の層を形成することにより、その上下の層に
おいて、拡散がある程度進むようにしておく。このとき、上下の層の界面が無くなり、完
全に混合して上下層の区別が無くなるような状態とはならないようにすることが好ましい
。
【００６２】
　なお、各層の形成が終わったあとに、屈折率傾斜膜の機能していない領域にダミーパタ
ーンを積層し、レーザを用いた光学式変位センサ等によりダミーパターンの高さを測定し
てもよい。乾燥が進んでおらず、溶媒が残っている状態では、膜厚が高くなることから、
ダミーパターンの高さにより乾燥状態を検出することができる。
【００６３】
　以上説明したように、インクジェットヘッドを用いて屈折率傾斜膜を形成することがで
きる。また、本実施形態の描画混合法によれば、形成する層の数にかかわらず、機能性イ
ンクの種類とインクジェットヘッドの個数が少なくて済むという利点がある。インク１と
インク２との混合層は、それぞれのインクの混合比率が段階的に傾斜されるように形成さ
れれば、何層積層してもよい。
【００６４】
　前記形成工程において、第１のインクジェットヘッド及び第２のインクジェットヘッド
から吐出する液滴の量は膜厚制御及び細線形成性の観点から、０．３～１００ｐＬとする
ことが好ましく、０．５～８０ｐＬがより好ましく、０．７～７０ｐＬが更に好ましい。
　前記形成工程において、第１のインクジェットヘッド及び第２のインクジェットヘッド
から吐出する液滴の液滴径は膜厚制御及び細線形成性の観点から１～３００μｍとするこ
とが好ましく、５～２５０μｍがより好ましく、１０～２００μｍが更に好ましい。
　更に、各層の形成工程において、第１のインクと第２のインクのうち吐出量の比率が小
さい方のインクについて、インクジェットヘッドから吐出するインク滴の液適量及び液滴
径の少なくとも一方を前記比率が大きなインクより小さくすることが好ましい。これによ
り、拡散混合する時間を短くしたり、混合の均一性を向上することができる。前記比率が
小さなインク滴の液適量が０．３～６０ｐＬで、前記比率が大きなインク滴の液適量が１
～１００ｐＬであることがより好ましい。
　なお、インク滴の「液滴径」とは、液滴直径を意味し、インクジェット吐出時の飛翔状
態写真から測定することができる。
【００６５】
　また、本実施形態では、インクジェットヘッド１とインクジェットヘッド２とにおいて
同時にインクを吐出して各層を形成したが、順に吐出してもよい。
【００６６】
　例えば、混合層２４－２を形成する場合に、図６（ａ）に示すように、まずインクジェ
ットヘッド２によりインク２層２４－１の上の全面にインク２を吐出する。次に、図６（
ｂ）に示すように、インクジェットヘッド１によりインク１を全面に吐出する。その後、
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図６（ｃ）に示すように、それぞれのインクを拡散混合することで、同様に混合層２４－
２を形成することができる。
【００６７】
　このように、それぞれのインクを順に吐出して１つの層を形成する場合であって、２つ
のインクの吐出量に差がある場合、即ち２つのインクの吐出量の比率が５０％ずつでない
場合は、吐出量の多い方のインクを先に吐出するように構成してもよい。特に、先に吐出
するインクの乾燥が激しい場合等は、量が少ないほど乾燥が早まるため、多い方のインク
を先に吐出することが好ましい。これにより、２種類のインクの混合をスムーズに進ませ
ることができる。
【００６８】
　更にこの場合、後から吐出することになる吐出量の少ない方のインクについては、小さ
い液滴（液適量が少ない又は液滴径が小さい）によってドットピッチ密度を高くして吐出
してもよい。これにより、拡散混合する時間を短くすることができる。
【００６９】
　また、先に吐出したインクを着弾させた位置に、後から吐出するインクを重ねて着弾さ
せるようにしてもよい。特に間歇打ちを行ってドットとドットが離れている場合に、同じ
位置に乾燥させる前に着弾させると、それぞれのインクの混合がしやすくなる。
【００７０】
　例えば、混合層２４－２を形成する際に、１回目の走査でインクジェットヘッド２によ
りインク２を間歇打ちにより吐出したとする。図９（ａ）は、インク２層２４－１上に着
弾したインク２（２４－２－Ｈｎ―１）を示す。
【００７１】
　次に、２回目の走査でインクジェットヘッド１によりインク１を間歇打ちにより吐出す
る。このとき、インクジェットヘッド１は、図９（ｂ）に示すように、吐出されたインク
１（２４－２－Ｌｎ―１）が、１回目の走査で着弾されているインク２（２４－２－Ｈｎ
―１）と同じ位置に重ねて着弾するように吐出する。
【００７２】
　更に、３回目の走査でインクジェットヘッド２によりインク２が間歇打ちされる。図９
（ｃ）は、インク２（２４－２－Ｈｎ―１）の間に着弾されたインク２（２４－２－Ｈｎ
－２）を示す。
【００７３】
　その後、４回目の走査では、インクジェットヘッド１により、インク１がインク２（２
４－２－Ｈｎ－２）と同じ着弾位置に重ねて着弾されるように吐出される。図９（ｄ）に
示すように、吐出されたインク１（２４－２－Ｌｎ―２）が、２回目の走査で着弾されて
いるインク２（２４－２－Ｈｎ―２）と同じ位置に重ねて着弾するように吐出する。
【００７４】
　以後同様に、インク２層２４－１の全面にインクを吐出し、その後拡散混合させる。こ
のように吐出することにより、混合層２４－２を形成する際の拡散混合の時間を短縮する
ことができる。
【００７５】
　また、一方のインクの乾燥が速い場合は、そのインクを後から吐出するようにしてもよ
い。
【００７６】
　また、本実施形態では、インク１とインク２の２つの純インクを用いて各混合層を形成
したが、これらを混合したインクを併用してもよい。例えば、２つの純インクと、インク
１とインク２との混合比率が５０：５０の混合インクとの３種類のインクを同時に用いて
混合層を形成することが考えられる。混合インクの分だけインクジェットヘッドの数が増
加するが、混合インクは予め２つの純インクが十分混合されているため、インク吐出後の
拡散混合に要する時間を短縮することができる。
【００７７】



(18) JP 2012-181290 A 2012.9.20

10

20

30

40

50

～インク混合法～
　本発明は、基材上に、厚み方向において前記基材に最も遠い側から前記基材に最も近い
側に向かって可視光領域の屈折率が１．０から２．５の範囲で連続的に大きくなる屈折率
傾斜膜を有し、可視光領域の透過率が７０％以上の反射防止膜の製造方法であって、
　前記屈折率が異なる少なくとも２種の有機材料として、少なくとも、第１の有機材料と
該第１の有機材料より高い屈折率の第２の有機材料を用い、
　前記インクジェット法が、複数のインクジェットヘッドを用いるものであり、
　前記第１の有機材料を含む第１のインクと前記第２の有機材料を含む第２のインクとが
混合された混合インクであって、それぞれ異なる比率で混合された複数の混合インクを前
記複数のインクジェットヘッドのそれぞれのインクジェットヘッドに供給する工程と、
　前記複数のインクジェットヘッドから１つのインクジェットヘッドを順に選択する選択
工程であって、前記第１のインクの比率の低い混合インクが供給されるインクジェットヘ
ッドから順に選択する選択工程と、
　前記選択されたインクジェットヘッドから混合インクを吐出させて１つの層を形成する
形成工程と、
　前記形成工程を繰り返して前記基材上に前記層を複数層積層して前記屈折率傾斜膜を得
る積層工程と、
を備える、描画法を用いることもできる。
【００７８】
　上記描画法によれば、第１のインクと第２のインクとが混合された混合インクであって
、それぞれ異なる比率で混合された複数の混合インクをそれぞれのインクジェットヘッド
に供給し、第１のインクの比率の低い混合インクが供給されるインクジェットヘッドから
順に混合インクを吐出させて各層を形成し、基材上に複数の層を積層するようにしたので
、インクジェット方式の技術を用いて屈折率傾斜膜を製造することができる。
【００７９】
～インク混合法による実施形態～
【００８０】
　図７は、第２の実施形態に係る屈折率傾斜膜作成装置１０１の全体構成図である。同図
に示すように、本実施形態に係る屈折率傾斜膜作成装置１０１は描画部１１を備え、描画
部１１は、５種類のインクを貯蔵するインクタンク６０－１～６０－５と、各インクタン
クからインクが供給されるインクジェットヘッド５０―１～５０－５を備えている。各イ
ンクジェットヘッド５０－１～５０－５は、各インクタンク６０－１～６０－５から供給
されるインクを透明支持体２０に対して吐出する。
【００８１】
　各インクタンク６０－１～６０－５から各インクジェットヘッド５０－１～５０－５に
供給されるインクは、インク１とインク２との混合比率がそれぞれ０：１００、２５：７
５、５０：５０、７５：２５、１００：０となっている。即ち、インクタンク６０－１か
らはインク２の純インクが、インクタンク６０－５からはインク１の純インクが、６０－
２～６０－４からはインク１とインク２とが所定の比率で混合された混合インクが供給さ
れる。
【００８２】
　〔インク混合法による屈折率傾斜膜の作成〕
　描画混合法による実施形態と同様に、ステージ３０上に透明支持体２０を載置し、吸着
及び加熱を行う。
【００８３】
　次に、吸着・過熱された透明支持体上に、インク２を１層若しくは数層分積層してイン
ク２層２８－１を形成する。このインク２の積層は、図８（ａ）に示すように、移動機構
によりステージ３０を移動させながら（図では左方向に移動）、インクジェットヘッド５
０－１により透明支持体に対してインクタンク６０－１から供給されるインク（インク１
とインク２との混合比率が０：１００のインク）を吐出する。このとき、その他のインク
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ジェットヘッド５０－２～５０－５からはインクの吐出を行わない。
【００８４】
　したがって、このように形成されたインク２層２８－１は、図５に示すインク２層２４
－１と同様の層となる。ここで、インク２中の溶媒が蒸発する程度に乾燥（半乾燥・半硬
化）させると、インク１に含まれる有機材料が積み重なっている状態となる。
　すなわち、前記形成工程において吐出された層を半硬化させる工程を有することが好ま
しく、半硬化させるためには、例えばメタルハライドランプ使用で、積算露光量が５０～
１０００ｍＪ／ｃｍ２が好ましく、１００～７５０ｍＪ／ｃｍ２がより好ましい。
【００８５】
　次に、インク２層２８－１の上に、インクジェットヘッド５０－２によりインクタンク
６０－２から供給される混合インク（インク１とインク２との混合比率が２５：７５の混
合インク）を吐出して、混合層２８－２を形成する。
【００８６】
　混合層２８－２の形成は、図８（ｂ）に示すように、ステージ３０を移動させながら、
インクジェットヘッド５０－２により混合インクを吐出する。描画混合法による実施形態
と同様に、インク２層２８－１が半乾燥状態であるため、その上に形成された混合層２８
－２のインクの溶媒がインク２層２８－１に受容されて、極端にぬれ広がることがない。
したがって、加熱温度はインクの蒸発のしやすさにより調整する必要がある。
【００８７】
　この混合層２８－２についても半乾燥させることで、混合層２８－２は、インク１に含
まれる有機材料及び、インク２に含まれる有機材料が積み重なっている状態となる。
【００８８】
　更に、混合層２８－２の上に、インクジェットヘッド５０－３（図８には不図示）によ
りインクタンク６０－３から供給される混合インク（インク１とインク２との混合比率が
５０：５０の混合インク）を吐出して、混合層２８－３を形成する。
【００８９】
　混合層２８－２が半乾燥状態であるため、その上に形成された混合層２８－３のインク
の溶媒は、混合層２８－２に受容される。更に、混合層２８－３についても半乾燥させる
。
【００９０】
　このように、各混合インクをインク２の混合比率が多い順（インク１の混合比率が少な
い順）に吐出して各混合層（２８－２～２８－４）を積層し、最後にインクジェットヘッ
ド５０－５によりインクタンク６０－５から供給されるインク１（インク１とインク２と
の混合比率が１００：０のインク）を吐出して、インク１が１００％の層２８－５（イン
ク１の層）を形成する（図８（ｃ））。
【００９１】
　全ての層を形成終了後、図１に示すような組成成分比がインク２が１００％からインク
１が１００％となる屈折率傾斜膜３が形成される。
【００９２】
　前記形成工程において、第１のインクジェットヘッド及び第２のインクジェットヘッド
から吐出する液滴の量は、膜厚制御及び細線形成性の観点から、０．５～１５０ｐＬとす
ることが好ましく、０．７～１３０ｐＬがより好ましく、１～１００ｐＬが更に好ましい
。
　前記形成工程において、第１のインクジェットヘッド及び第２のインクジェットヘッド
から吐出する液滴の液滴径は膜厚制御及び細線形成性の観点から２～４５０μｍとするこ
とが好ましく、５～３５０μｍがより好ましく、１０～２５０μｍが更に好ましい。
【００９３】
　以上説明したように、混合インクを用いて、屈折率傾斜膜を形成することができる。本
実施形態のインク混合法によれば、インクの段階で充分に混合されているため、屈折率傾
斜の変化の精度が高い屈折率傾斜膜を作成することができる。また、描画混合法による実
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施形態と比較すると、２種類の機能性インクを拡散混合する時間が不要となるため、プロ
セス時間が短くて済むという利点がある。
【００９４】
　本実施形態では、インク１とインク２との混合層を３層形成したが、層の数はこれに限
定されるものではなく、それぞれのインクの混合比率が傾斜されるように積層できれば何
層でもよい。なお、形成する層の数だけインクタンクとインクジェットヘッドを用意する
必要がある。
【実施例】
【００９５】
　以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明の範囲はこれによってい
ささかも限定して解釈されるものではない。
【００９６】
＜実施例１＞
（硬化型インクの作成）
　低屈折率インクＡ１の調製
　［化合物１］　２，２，３，３，４，４，４－ヘプタフルオロブチルメタクリレート（
シグマ－アルドリッチ社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　９００ｇ
　イルガキュア　１８４（チバスペシャリティーケミカルズ（株）製）　　４０ｇ
　ルシリン　ＴＰＯ　（ＢＡＳＦ製）　　　　　　　　　　　　　　　６０ｇ
　上記素材を３Ｌの容器へ投入し、シルバーソン高速攪拌機にて液温４０℃以下を保ち、
２０分攪拌した。その後、２μｍのフィルターにて濾過し、低屈折率インクＡ１を作成し
た。
【００９７】
　高屈折率インクＢ１の調製
　［化合物２］　スチレン（東京化成（株）製）　　　　　　　　　　　　９００ｇ
　イルガキュア　１８４（チバスペシャリティーケミカルズ（株）製）　　　４０ｇ
　ルシリン　ＴＰＯ　（ＢＡＳＦ製）　　　　　　　　　　　　　　　　６０ｇ
　上記素材を低屈折率インク作成と同様な方法にて、高屈折率インクＢ１を作成した。
【００９８】
（反射防止膜作成）
　低屈折率インクＡ１及び高屈折率インクＢ１を用い透明１００μｍＰＥＴ（富士フイル
ム製）基材上に、下記インクジェット描画法Ａにより屈折率傾斜膜を作成した。本屈折率
傾斜膜形成ＰＥＴ（膜厚１００μｍ、富士フイルム製）を用い、主機能である反射防止効
果、膜の透明性、基材との密着性を評価した。
【００９９】
　～インクジェット描画法Ａ～
　インクタンク１、インクタンク２にインクＡ１、インクＢ１をそれぞれ充填した。イン
クジェットヘッド１、インクジェットヘッド２に供給されるインクは、それぞれインクＡ
１、インクＢ１である。
　はじめにインクジェットヘッド２よりインクＢ１を、インクジェットヘッドから吐出さ
れるインク滴の液滴量を１０ｐＬ、液滴径が３０μｍとなるように制御しながら窒素ガス
雰囲気中で吐出させた。ここで、インクジェットヘッド１からはインクＡ１を吐出させな
いでインク層１を形成した。すなわち、インクジェットヘッド２から吐出するインクＢ１
の吐出量と、インクジェットヘッド１から吐出するインクＡ１の吐出量との比（質量％）
をＢ１：Ａ１が１００：０である。
　このように形成したインクＢ１層（インク層１）を、半硬化させた。具体的には、全硬
化に与えるエネルギーよりも少ないエネルギー（メタルハライドランプ使用で、積算露光
量１０００ｍＪ／ｃｍ２）で硬化を行った。
　次に、インクジェットヘッド２から吐出するインクＢ１の吐出量と、インクジェットヘ
ッド１から吐出するインクＡ１の吐出量の比（質量％）Ｂ１：Ａ１を７５：２５（インク
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層２）、５０：５０（インク層３）、２５：７５（インク層４）、０：１００（インク層
５）と変化させて積層と半硬化を繰り返し、最終的に全硬化（メタルハライドランプ使用
で、積算露光量５０００ｍＪ／ｃｍ２）させ屈折率傾斜膜を作成した。
　ここで、インク層２形成時のインクジェットヘッド１から吐出させるインクＡ１のイン
ク滴の液適量は５ｐＬ、液滴径を２０μｍとし、インクジェットヘッド２から吐出させる
インクＢ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍとした。
　インク層３形成時には、インクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍ
とし、インクＢ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍとした。
　インク層４形成時には、インクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍ
とし、インクＢ１のインク滴の液適量は５ｐＬ、液滴径を２０μｍとした。
　インク層５形成時には、インクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍ
とした。
　得られた屈折率傾斜膜の膜厚は１０００ｎｍであり、十分な乾燥によりＰＥＴ側から空
気側に向かって屈折率が２．０から１．１に傾斜していることを確認した。
【０１００】
（反射防止膜の評価）
【０１０１】
＜反射防止効果＞
　黒色コート紙（ライオン事務器製）上に重ね、各種光源を有す画像評価用テープル上で
、蛍光灯の映り込みを下記基準にて目視評価した。
　　　４　・・・　映り込みほぼなし
　　　３　・・・　映り込みが少しあるが、画像認識上許容レベル
　　　２　・・・　映り込みがあり、画像認識上許容できないレベル
　　　１　・・・　映り込みがあり、画像認識できないレベル
【０１０２】
＜透明性＞
　作成したフィルムの波長４００～７００ｎｍにおける可視光領域の透過率は、日本電色
工業株式会社製色差・濁度測定器ＣＯＩ－３００Ａを用いて求めた。結果を下記基準にて
表１に示す。
　　　４　・・・　光透過率９０％以上
　　　３　・・・　光透過率９０％未満、７０％以上
　　　２　・・・　光透過率７０％未満、５０％以上
　　　１　・・・　光透過率５０％未満
【０１０３】
＜密着性＞
　作成した反射防止フィルムに対し、クロスハッチテスト（ＥＮ　ＩＳＯ２４０９）を実
施した。評価基準については、ＩＳＯ２４０９に準拠し、結果は０～５点の点数評価で示
した。
【０１０４】
＜実施例２＞
（溶剤型インクの作成）
　低屈折率インクＣ１の調製
　［化合物３］　ポリ（２，２，３，３，４，４，４－ヘプタフルオロブチルメタクリレ
ート）（シグマ－アルドリッチ社製）　　　　　　　　　　３００ｇ
　ｎ－メチルピロリドン（東京化成（株）製）　　　　　　　　　　　　３００ｇ
　シクロヘキサノン（和光純薬（株）製）　　　　　　　　　　　　　　４００ｇ
　上記素材を低屈折率インクＡ作成と同様な方法にて、低屈折率インクＣ１を作成した。
【０１０５】
　高屈折率インクＤ１の調製
　［化合物４］　ポリスチレン（シグマ－アルドリッチ社製）　　　３００ｇ
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　シクロヘキサノン（和光純薬（株）製）　　　　　　　　　　　　　　７００ｇ
　上記素材を低屈折率インクＡ作成と同様な方法にて、高屈折率インクＤ１を作成した。
【０１０６】
（反射防止膜作成）
　低屈折率インクＣ１及び高屈折率インクＤ１を用い透明１００μｍＰＥＴ基材（富士フ
イルム製）上に、下記インクジェット描画法Ｂにより屈折率傾斜膜を作成した。本屈折率
傾斜膜形成ＰＥＴ（膜厚１００μｍ、富士フイルム製）を用い、主機能である反射防止効
果、膜の透明性、基材との密着性を評価した。
【０１０７】
～インクジェット描画法Ｂ～
　インクタンク１、インクタンク２にインクＣ１、インクＤ１をそれぞれ充填した。イン
クジェットヘッド１、インクジェットヘッド２に供給されるインクは、それぞれインクＣ
１、インクＤ１である。
　はじめにインクＤ１を、インクジェットヘッド２から吐出されるインク滴の液滴量を１
０ｐＬ、液滴径が３０μｍとなるように制御し、吐出させた。ここで、インクジェットヘ
ッド１からはインクＣ１を吐出させないでインク層１を形成した。すなわち、インクジェ
ットヘッド２から吐出するインクＤ１の吐出量と、インクジェットヘッド１から吐出する
インクＣ１の吐出量との比（質量％）をＤ１：Ｃ１が１００：０である。
　このように形成したインクＤ１層（インク層１）を、半乾燥させた。具体的には、赤外
ヒーターにて、４０℃、１分間加熱で乾燥を行った。
　次に、インクジェットヘッド２から吐出するインクＤ１の吐出量と、インクジェットヘ
ッド１から吐出するインクＣ１の吐出量の比Ｄ１：Ｃ１（質量％）を７５：２５（インク
層２）、５０：５０（インク層３）、２５：７５（インク層４）、０：１００（インク層
５）と変化させて積層と半乾燥を繰り返し、最終的に全乾燥（赤外ヒーターにて、１００
℃、３分間加熱乾燥）させ屈折率傾斜膜を作成した。
　ここで、インク層２形成時のインクジェットヘッド１から吐出させるインクＡ１のイン
ク滴の液適量は５ｐＬ、液滴径を２０μｍとし、インクジェットヘッド２から吐出させる
インクＢ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍとした。
　インク層３形成時には、ンクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍと
し、インクＢ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍとした。
　インク層４形成時には、インクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍ
とし、インクＢ１のインク滴の液適量は５ｐＬ、液滴径を２０μｍとした。
　インク層５形成時には、インクＡ１のインク滴の液適量は１０ｐＬ、液滴径を３０μｍ
とした。
【０１０８】
＜実施例３～９＞
　実施例３～９は、実施例１で用いたインクＡ１、Ｂ１の有機材料（化合物１及び２）を
、表１に記載の有機材料に置き換える以外は実施例１と同様な方法で低屈折率インクＡ２
～Ａ６、高屈折率インクＢ２，Ｂ３を作成し、これらを用いて反射防止膜を作成した。
　得られた屈折率傾斜膜の膜厚はいずれも１０００ｎｍであり、十分な乾燥によりＰＥＴ
側から空気側に向かって屈折率が２．０から１．１に傾斜していることを確認した。得ら
れた反射防止膜について実施例１と同様な方法で反射防止効果、膜の透明性、密着性を評
価した。
【０１０９】
＜実施例１０～１３＞
　実施例１０～１３は、実施例２で用いたインクＣ１、Ｄ１の有機材料（化合物３及び４
）を、表１に記載の有機材料に置き換える以外は実施例２と同様な方法で低屈折率インク
Ｃ２～Ｃ４、高屈折率インクＤ２を作成しこれらを用いて反射防止膜を作成した。
　得られた屈折率傾斜膜の膜厚はいずれも１０００ｎｍであり、十分な乾燥によりＰＥＴ
側から空気側に向かって屈折率が２．０から１．１に傾斜していることを確認した。得ら
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れた反射防止膜について実施例１と同様な方法で反射防止効果、膜の透明性、密着性を評
価した。
【０１１０】
＜実施例１４＞
　実施例１で用いたインクＡ１、Ｂ１を混合したインクＧ１［混合比　Ａ１：Ｂ１＝７５
：２５質量％］、Ｇ２［混合質量比Ａ１：Ｂ１＝５０：５０］、Ｇ３［混合質量比　Ａ１
：Ｂ１＝２５：７５］を作成し、Ａ１、Ｂ１を含めた５種のインクをそれぞれ計５個のプ
リントヘッドを用い、Ｂ１（最下層）⇒Ｇ３⇒Ｇ２⇒Ｇ１⇒Ａ１（最上層）の順に積層し
、透明１００μｍＰＥＴ基材（富士フイルム製）上に、下記インクジェット描画法Ｃによ
り屈折率傾斜膜を作成した。得られた反射防止膜について実施例１と同様な方法で反射防
止性、透明性、密着性を評価した。
【０１１１】
～インクジェット描画法Ｃ～
　インクタンク１～５にインクＡ１、Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３、Ｂ１をそれぞれ充填した。イン
クジェットヘッド１～５に供給されるインクは、それぞれインクＡ１、Ｇ１、Ｇ２、Ｇ３
、Ｂ１である。
はじめにインクジェットヘッド５よりインクＢ１を、インクジェットヘッドから吐出され
るインク滴の液滴量を１０ｐＬ、液滴径が３０μｍとなるように制御しながら、窒素ガス
雰囲気中で吐出させた。
　このように形成したインクＢ１層を、半硬化させた。具体的には、全硬化に与えるエネ
ルギーよりも少ないエネルギー（メタルハライドランプ使用で、積算露光量１０００ｍＪ
／ｃｍ２）で硬化を行った。
　次に、インクジェットヘッド４から同様にインクＧ３を吐出し、インクＧ３層を積層、
半硬化させた。これを、インクＧ２、Ｇ１、Ａ１についても繰り返し、積層と半硬化を繰
り返し、最終的に全硬化（メタルハライドランプ使用で、積算露光量５０００ｍＪ／ｃｍ
２）させることで屈折率傾斜膜を作成した。
　得られた屈折率傾斜膜の膜厚は１０００ｎｍであり、十分な乾燥によりＰＥＴ側から空
気側に向かって屈折率が２．０から１．１に傾斜していることを確認した。
【０１１２】
＜比較例１＞
　実施例１で用いた低屈折率インクＡ１及び高屈折率インクＢ１を質量比５０：５０であ
らかじめ混合し、良く攪拌して混合インクＥ１を調製し、屈折率傾斜のない１層のみの膜
を作製した（膜厚は１０００ｎｍ）。すなわち、インクジェットヘッドから吐出される液
滴の量を１０ｐＬ、液滴径が３０μｍとなるように制御しながら、透明な１００μｍ厚み
のＰＥＴ基材（富士フイルム製）上に吐出させ、硬化させることで１層のみの膜を作製し
た。得られた膜を実施例１と同様に評価した。
【０１１３】
＜比較例２＞
　実施例２で用いた低屈折率インクＣ１及び高屈折率インクＤ１を質量比５０：５０であ
らかじめ混合し、良く攪拌した後、その他は実施例１と同様に混合インクＦ１を調製し、
屈折率傾斜のない１層のみの膜を作製した（膜厚は１０００ｎｍ）。すなわち、インクジ
ェットヘッドから吐出される液滴の量を１０ｐＬ、液滴径が３０μｍとなるように制御し
ながら、透明な１００μｍ厚みのＰＥＴ基材（富士フイルム製）上に吐出させ、乾燥させ
ることで１層のみの膜を作製した。得られた膜を実施例１と同様に評価した。
【０１１４】
＜比較例３＞
　実施例１４で用いた低屈折率インクＡ１、混合インクＧ１～Ｇ３及び高屈折率インクＢ
１を、透明な１００μｍ厚みのＰＥＴ基材（富士フイルム製）上にバー塗布にて膜厚５μ
ｍになるように、Ｂ１（最下層）⇒Ｇ３⇒Ｇ２⇒Ｇ１⇒Ａ１（最上層）の順に５層積層さ
せた膜を形成し、反射防止膜を作製した。各層の塗布においては、下層を塗布可能なレベ
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ルまで十分硬化した（メタルハライドランプ使用で、積算露光量１０００ｍＪ／ｃｍ２）
。得られた反射防止膜について実施例１４と同様に評価を実施した。
【０１１５】
　各実施例にて用いたインクの有機材料及び得られた反射防止膜の評価結果を表１に示す
。
【０１１６】
【表１】

【０１１７】
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【表２】

【０１１８】
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　実施例１～１３は反射防止効果、膜の透明性、基材密着性が良好であり、インクジェッ
ト法Ａ及びＢ（描画混合法）により作成した傾斜機能構造を有す膜が反射防止膜形成に有
効であることが示され、２種のインクジェット法での効果の差は無く、どちらの方法でも
十分な機能を有す反射防止膜形成が可能である。また、実施例１４ではインクジェット法
Ｃ（インク混合法）により作成した傾斜機能構造を有す膜においても同様に反射防止効果
、膜の透明性、基材密着性が良好であり、本方法においても作成した傾斜機能構造を有す
膜が反射防止膜形成に有効であることが示された。
【０１１９】
　一方、比較例１及び２のように、屈折率傾斜膜ではなく、屈折率傾斜のない単一層とし
た場合、反射防止効果が得られず、低屈折率インクの表面エレルギーに起因すると考えら
れる基材密着性が悪化する。加えて、比較例３のようにバー塗布にて作成した傾斜積層膜
では、下層を十分硬化してからの塗布する必要があり、そこで生成する界面の影響で、反
射防止効果が低減し、各層間での剥離による密着性低下が見られ、インクジェット法に比
べ問題があることが示された。
【符号の説明】
【０１２０】
　１　　　反射防止膜
　２　　　基材
　３　　　屈折率傾斜膜
　１０　　描画部
　１００　屈折率傾斜膜作製装置

【図２】 【図３】
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